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第
四
条
第
一
項
第
二
号
中
「
第
十
条
第
三
項
の
」
を
「
第
十
条
第
三
項
に
規
定
す
る
」
に
、「
同
条
第
四
項
の
申
告

書
」
を
「
次
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
別
非
課
税
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
」
に
改
め
、

同
条
第
二
項
中
「
第
八
項
」
を
「
第
十
項
」
に
、「
こ
れ
ら
の
規
定
」
を
「
同
条
第
二
項
か
ら
第
七
項
ま
で
及
び
第
十

項
」
に
改
め
、「
第
四
条
第
一
項
」」の
下
に
「
と
、
同
条
第
四
項
か
ら
第
七
項
ま
で
及
び
第
九
項
中
「
非
課
税
貯
蓄
限

度
額
変
更
申
告
書
」
と
あ
る
の
は
「
特
別
非
課
税
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
」
と
、
同
条
第
八
項
中
「
第
一
項
、
第

三
項
又
は
」
と
あ
る
の
は
「
租
税
特
別
措
置
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第
三
項
若
し
く
は
」」を
加
え
る
。

第
四
条
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
の
申
告
書
」
を
「
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
住
宅
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告

書
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
第
四
号
中
「
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
」
を
「
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄

限
度
額
変
更
申
告
書
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
申
告
書
を
、」を
「
申
告
書
（
次
項
に
お
い
て
「
財
産
形
成
非
課

税
住
宅
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
」
と
い
う
。）を
、」に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
前
項
の
申
告
書
」
を
「
財
産
形
成

非
課
税
住
宅
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
三
第
一
項
第
一
号
中
「
の
申
告
書
」
を
「
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告

書
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
第
四
号
中
「
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
」
を
「
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
住
宅
貯
蓄

限
度
額
変
更
申
告
書
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
申
告
書
を
、」を
「
申
告
書
（
次
項
に
お
い
て
「
財
産
形
成
非
課

税
年
金
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
」
と
い
う
。）を
、」に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
前
項
の
申
告
書
」
を
「
財
産
形
成

非
課
税
年
金
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
三
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
の
提
出
の
特
例
）

第
四
条
の
三
の
二

第
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
勤
労
者
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
勤
労
者
」

と
い
う
。）は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
提
出
（
以
下
第
三
項
ま
で
に
お
い
て
「
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等

の
提
出
」
と
い
う
。）の
際
に
経
由
す
べ
き
同
条
第
一
項
又
は
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
勤
務
先
（
以
下
第
三
項
ま

で
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
勤
務
先
」
と
い
う
。）が
電
磁
的
方
法
（
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の

他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

同
じ
。）に
よ
る
当
該
各
号
に
規
定
す
る
書
類
（
以
下
第
三
項
ま
で
に
お
い
て
「
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
」
と

い
う
。）に
記
載
す
べ
き
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
記
載
事
項
」
と
い
う
。）の
提
供
を
適
正
に
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
財
産
形
成
非
課
税
申

込
書
等
の
提
出
に
代
え
て
、
当
該
勤
務
先
に
対
し
、
当
該
記
載
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
勤
労
者
は
、
そ
の
者
の
氏
名
を
明
ら
か
に
す
る
措
置
で
あ
つ
て
財
務
省
令
で

定
め
る
も
の
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、
当
該
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
財
産
形
成
非
課

税
申
込
書
等
を
当
該
勤
務
先
に
提
出
し
た
も
の
と
み
な
す
。

一

第
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
住
宅
貯
蓄
申
込
書
の
提
出

二

第
四
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
住
宅
貯
蓄
申
告
書
の
提
出

三

第
四
条
の
二
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
住
宅
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
の

提
出

四

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
申
込
書
の
提
出

五

前
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
申
告
書
の
提
出

六

前
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
限
度
額
変
更
申
告
書
の
提
出

２

次
の
各
号
に
掲
げ
る
勤
務
先
（
以
下
こ
の
項
、
次
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
「
委
託
勤
務
先
」
と
い
う
。）の
長

は
、
当
該
各
号
の
委
託
に
係
る
事
務
代
行
団
体
（
第
四
条
の
二
第
一
項
又
は
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
事
務
代
行

団
体
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
事
務
所
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
で
当
該
各
号
の
事
務
を
行

う
も
の
（
以
下
こ
の
項
、
次
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
「
事
務
代
行
先
」
と
い
う
。）が
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
載

事
項
の
提
供
を
適
正
に
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た

す
場
合
に
は
、
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
の
提
出
（
当
該
各
号
に
掲
げ
る
勤
務
先
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に

定
め
る
書
類
の
提
出
に
限
る
。）に
代
え
て
、
当
該
各
号
の
委
託
に
係
る
事
務
代
行
先
に
対
し
、
当
該
記
載
事
項
を

電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
委
託
勤
務
先
の
長
は
、
当
該
委
託

勤
務
先
の
名
称
を
明
ら
か
に
す
る
措
置
で
あ
つ
て
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と

し
、
当
該
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
を
当
該
事
務
代
行
先
に
提
出
し
た
も

の
と
み
な
す
。

一

前
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
規
定
す
る
書
類
を
受
理
し
た
勤
務
先
で
あ
つ
て
、
当
該
勤
務
先
に
係
る
第

四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
賃
金
支
払
者
が
同
項
に
規
定
す
る
勤
労
者
財
産
形
成
住
宅
貯
蓄
契
約
に
係

る
事
務
を
事
務
代
行
団
体
に
委
託
を
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
勤
務
先

前
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で

に
規
定
す
る
書
類

二

前
項
第
四
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
規
定
す
る
書
類
を
受
理
し
た
勤
務
先
で
あ
つ
て
、
当
該
勤
務
先
に
係
る
前

条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
賃
金
支
払
者
が
同
項
に
規
定
す
る
勤
労
者
財
産
形
成
年
金
貯
蓄
契
約
に
係
る
事
務

を
事
務
代
行
団
体
に
委
託
を
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
勤
務
先

前
項
第
四
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
規
定

す
る
書
類

３

財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
を
受
理
し
た
勤
務
先
（
委
託
勤
務
先
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
六
項
に
お
い

て
「
事
務
実
施
勤
務
先
」
と
い
う
。）の
長
又
は
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
を
受
理
し
た
事
務
代
行
先
の
長
は
、

当
該
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
を
提
出
す
べ
き
又
は
当
該
財
産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
を
提
出
す
る
際
に
経
由

す
べ
き
第
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
の
営
業
所
等
が
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
載
事
項
の
提
供
を
適

正
に
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
財

産
形
成
非
課
税
申
込
書
等
の
提
出
に
代
え
て
、
当
該
金
融
機
関
の
営
業
所
等
に
対
し
、
当
該
記
載
事
項
を
電
磁
的

方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
事
務
実
施
勤
務
先
の
長
又
は
事
務
代
行
先

の
長
は
、
当
該
事
務
実
施
勤
務
先
又
は
事
務
代
行
先
の
名
称
を
明
ら
か
に
す
る
措
置
で
あ
つ
て
財
務
省
令
で
定
め

る
も
の
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、
当
該
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
財
産
形
成
非
課
税
申

込
書
等
を
当
該
金
融
機
関
の
営
業
所
等
に
提
出
し
た
も
の
と
み
な
す
。

４

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
四
条
の
二
第
六
項
及
び
前
条
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
又
は
」
と
あ
る
の
は
「
に
記
載
す
べ
き
事
項
又
は
」
と
、「
が
こ
れ
ら
の
」
と
あ
る
の
は

「
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
こ
れ
ら
の
」
と
、「
に
受
理
さ
れ
た
と
き
」
と
あ
る
の
は
「
が
提
供
を
受
け
た
と
き
」と
、

「
受
理
さ
れ
た
日
」
と
あ
る
の
は
「
提
供
を
受
け
た
日
」
と
す
る
。

５

勤
労
者
は
、
第
一
項
（
第
二
号
又
は
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
に
よ
り
記
載
事
項
を
電
磁
的
方
法

に
よ
り
提
供
す
る
場
合
に
は
、
第
四
条
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
証
す
る
書
類
又

は
前
条
第
四
項
に
規
定
す
る
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
証
す
る
書
類
の
第
四
条
の
二
第
四
項
又
は
前
条
第
四

項
の
規
定
に
よ
る
提
出
に
代
え
て
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
勤
務
先
に
対
し
、
こ
れ
ら
の
書
類
に

記
載
さ
れ
る
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
勤
労
者

は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
第
四
条
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
住
宅
貯
蓄
申
告
書
又
は
前
条
第

四
項
に
規
定
す
る
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
申
告
書
に
こ
れ
ら
の
書
類
を
添
付
し
て
、
提
出
し
た
も
の
と
み
な

す
。

６

前
項
の
規
定
は
、
委
託
勤
務
先
の
長
が
第
二
項
（
第
一
項
第
二
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
書
類
の
提
出
に
係
る

部
分
に
限
る
。）の
規
定
に
よ
り
記
載
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
場
合
又
は
事
務
実
施
勤
務
先
の
長
若

し
く
は
事
務
代
行
先
の
長
が
第
三
項
（
第
一
項
第
二
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
書
類
の
提
出
に
係
る
部
分
に
限

る
。）の
規
定
に
よ
り
記
載
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

７

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
記
載
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
場
合
に
お
け
る
前
二
条
の
規
定

及
び
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
四
条
の
四
第
一
項
中
「
前
条
第
一
項
第
四
号
」
を
「
第
四
条
の
三
第
一
項
第
四
号
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
五
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
八
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
が
、」の
下
に
「
同

項
に
規
定
す
る
」
を
加
え
、「
次
項
及
び
第
七
項
」
を
「
以
下
こ
の
条
」
に
、「
特
定
寄
附
信
託
に
係
る
」
を
「
特
定
寄

附
信
託
契
約
に
係
る
特
定
寄
附
信
託
の
」
に
改
め
、「
受
託
者
」
の
下
に
「
の
営
業
所
、
事
務
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準

ず
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
営
業
所
等
」
と
い
う
。）」
を
加
え
、「
そ
の
居
住
者
の
住
所
地
」
を
「
当
該
特

定
寄
附
信
託
の
受
託
者
の
営
業
所
等
の
所
在
地
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
受
託
者
」
を
「
特
定
寄
附
信
託
の
受

託
者
の
営
業
所
等
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
及
び
そ
の
」
を
「
並
び
に
そ




		2021-03-31T17:48:57+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




